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平成 26 年３月５日

各 位

不動産投資信託証券発行者名

日本ビルファンド投資法人

代表者名 執行役員 西川 勉

（コード番号 8951）

資産運用会社名

日本ビルファンドマネジメント株式会社

代表者名 代表取締役社長 田中 健一

問合せ先 投資本部ｾﾞﾈﾗﾙﾏﾈｼﾞｬ- 森 俊彦

(TEL. 03-6259-8681）

資産の取得に関するお知らせ（神宮前Ｍ－ＳＱＵＡＲＥ）

日本ビルファンド投資法人（以下「本投資法人」という。）は、平成 26 年３月５日、下記のとおり資産の取得を

決定致しましたので、お知らせします。

記

1 取得の概要

1) 取 得 資 産 ：不動産（建物及び土地の事業用定期転転借地権※１）

※１ 借地借家法第 23 条第１項に定める事業用定期借地権。詳細については後記３の４）を

ご覧下さい。

2) 資 産 の 名 称 ：神宮前Ｍ－ＳＱＵＡＲＥ（以下、「本物件」という。）

3) 取 得 価 格 ：3,700,000,000 円

（取得諸経費、固定資産税、都市計画税及び消費税等を除く。）

4) 契 約 日 ：平成 26 年３月５日

5) 引 渡 日 ：平成 26 年３月５日

6) 取 得 先 ：三井不動産株式会社（以下、「三井不動産」という。）

（後記 4．取得先の概要参照）

7) 取 得 資 金 ：借入金及び自己資金※２

※２ 平成 26 年３月３日に公表した「資金の借入に関するお知らせ」をご参照下さい。

8) 媒 介 者 ：なし

9) 支 払 方 法 ：引渡時一括
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2 取得の意義

本投資法人の規約に定める資産運用の対象及び方針に基づき、東京都心部におけるポートフォリオの充

実を図るために取得を行うものです。

なお、資産運用会社は本取得に際して特に以下の点を評価しました。

1) 立地

本物件が位置する神宮前エリアは、商業エリアとして繁華性の高い表参道や竹下通りに近接しながら、

明治神宮や東郷神社等の緑に囲まれた落ち着いた立地となっています。東京メトロ千代田線・副都心線

「明治神宮前」駅より徒歩６分、JR 山手線「原宿」駅より徒歩６分の明治通り沿いに位置し、主要ビジネス

エリアへのアクセスにも優れています。

本物件は、「神宮前一丁目民活再生プロジェクト」として三井不動産グループ等が PFI 事業によって開発

したもので、オフィスビル、分譲住宅、警察施設から構成されたエリアに立地しており、このうち東京都を

底地人とする事業用定期借地権付きオフィスビルが今回の売買対象です。

2) 建物施設等

明治通りとの連続性を保つ開放感あふれるエントランスと、ガラスカーテンウォールのスタイリッシュなファ

サードが特徴で、基準階専有面積約260坪、天井高2,800mm（別途ＯＡフロア100mm）、平成21年竣工

の築浅オフィスビルとして、十分なスペックを備えた競争力の高い物件です。

3 取得資産の内容

1) 特定資産の種類

不動産（建物及び土地の事業用定期転転借地権）

2) 所在地

（登記簿上の表示）

土地：東京都渋谷区神宮前一丁目４番４

建物：東京都渋谷区神宮前一丁目４番地４

（住居表示）

東京都渋谷区神宮前一丁目４番 16 号

3) 用途（登記簿上の表示）

事務所・店舗

4) 所有形態

①土地：事業用定期転転借地権

事業用定期転転借地権設定契約の概要は以下の通り。

a. 当事者：転借人：三井不動産、転転借人：本投資法人

本物件の土地は所有者である東京都から株式会社原宿の杜守（以下「原宿の杜守」という。）に

賃借され、原宿の杜守から三井不動産に転借され、三井不動産から本投資法人に転転借され

ています。

b. 契約期間：平成 26 年３月５日から平成 71 年３月 31 日まで（約 45 年間）

契約の更新及び建物の築造による存続期間の延長はありません。契約終了日付で転転借人

（本投資法人）が本件建物を転借人（三井不動産）に無償で譲渡した後、転借人は自らの負担
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で本件建物を解体し、本件土地を明渡します。

ｃ. 保証金：877,580,560 円（定期転転借地契約締結時に転借人に預託）

②建物：所有権

5) 面積（登記簿上の表示）

①土地：敷地全体 15,995.52 ㎡（本物件の対象敷地 2,543.35 ㎡）

※本物件建物の登記簿上の所在地となっている渋谷区神宮前一丁目４番４の土地は、一体で開発さ

れた住宅等の敷地も含んでおり、全体の登記簿上の敷地面積は15,995.52㎡です。本物件の賃借

権の対象となる土地はこのうち 2,543.35 ㎡です。

②建物：延床面積 10,123.45 ㎡（建物全体）

6) 構造（登記簿上の表示）

鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付 10 階建

7) 建築時期（登記簿上の表示）

平成 21 年２月 27 日

8) 設計・施工

設計：株式会社竹中工務店

施工：株式会社竹中工務店

9) 鑑定評価

大和不動産鑑定株式会社による鑑定評価

・評 価 額：3,700,000,000 円

・価 格 時 点：平成 26 年２月１日

・評価の概要

項目 内容

収益価格 3,700,000 千円

直接還元法による価格（有期還元法インウッド式） 3,500,000 千円

純収益 176,940 千円

割引率 4.3％

ＤＣＦ法による価格 3,780,000 千円

割引率（１年目から 10 年目の期間中） 4.1％

転売時割引率（11 年目以降から借地契約満了時点） 4.6％

積算価格 3,000,000 千円

土地比率 9.8％

建物比率 90.2％

10) 地震ＰＭＬ

3.5％（株式会社イー・アール・エス作成の建物状況調査報告書によるもの）

11) 担保設定の有無

なし

12) 賃貸状況等（平成 26 年１月１日時点の賃貸状況）

・賃借人の総数・概要： ８社（一般事業会社５社、店舗３社）



ご注意:この文書は、本投資法人の資産の取得に関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的として作成されたもので

はありません。投資を行う際は、必ず本投資法人が作成する新投資口発行及び投資口売出届出目論見書並びに訂正事項分（作成さ

れた場合）をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断と責任で投資なさるようお願いいたします。

4

・総 賃 料 収 入： 約 827 百万円/年

・総賃貸可能面積： 7,231.74 ㎡

・総 賃 貸 面 積： 7,231.74 ㎡

・稼 働 率： 100.0％（但し、売主（三井不動産）と一部の賃借人との間で平成26年３月 31日

付で賃貸借契約を解約する旨の合意書が締結されています。解約予

定の賃貸面積は、本物件全体の約 11.2％に相当します。）

・敷 金 総 額： 約 829 百万円

4 取得先の概要

① 名 称 三井不動産株式会社

② 所 在 地 東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号

③ 代 表 者 の役 職 ・氏 名 代表取締役社長 菰田正信

④ 事 業 内 容 不動産業

⑤ 資 本 金 174,296 百万円（平成 25 年 12 月 31 日現在）

⑥ 設 立 年 月 日 1941 年７月 15 日

⑦ 投資法人・資産運用会社と当該会社の関係

資 本 関 係
資産運用会社の株主に該当します（出資割合 43％）。

本投資法人の投資口を 45,630 口保有しています。※３

人 的 関 係 資産運用会社の職員の出向元企業に該当します。

取 引 関 係

本投資法人のオフィスマネジメント業務受託者、新規テナント斡旋業

務の提供者、不動産等売買の仲介業者、本投資法人が保有する不動

産の賃借人等に該当します。

関連当事者への該当状況
本投資法人の関連当事者には該当しません。

資産運用会社の親会社であり、関連当事者に該当します。

※３ 平成 26 年１月１日を効力発生日として投資口１口を２口に分割しており、分割後の数値です。

5 物件取得者等の状況

取得資産の名称 物件取得者等の状況

前所有者（取得先） 前々所有者

神宮前

Ｍ－ＳＱＵＡＲＥ

会社名・氏名 三井不動産株式会社 該当無し

特別な利害関係に

ある者への該当状況

資産運用会社の利害関係人等に該当します。

取得経緯・理由等 新築

取得価格 ―

取得時期 平成 21 年２月 27 日（新築）
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6 利害関係人との取引

本物件の取得は利害関係人等との取引として所定の基準に従い、資産運用会社の運用審査会議におけ

る審議、コンプライアンス委員会における審議、経営会議における審議を行った上、取引を決定していま

す。

7 取得の日程

平成 26 年 ３月 ５日 取得を決定

不動産売買契約および事業用定期転転借地権設定契約締結、引渡

8 平成 26 年６月期の運用状況の見通し

本取得による本投資法人の平成 26 年６月期運用状況への影響については、本日付け『平成 26 年６月期

の「運用状況の予想の修正」に関するお知らせ』をご覧下さい。

以 上

※ 本資料の配布先：兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会
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＜添付資料＞

【参考資料 1】本物件の収支見込

【参考資料 2】本物件の案内図

【参考資料 3】本物件の外観写真

【参考資料 4】本物件の基準階平面図

【参考資料 5】本物件取得後のポートフォリオの概況
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【参考資料 1】本物件の収支見込

1) 物件ＮＯＩ （Ｎｅｔ Ｏｐｅｒａｔｉｎｇ Ｉｎｃｏｍｅ）265 百万円

2) 定常時の減価償却費 146 百万円

※減価償却費は資産運用会社の試算による概算値です。

3) 上記数値は現時点の想定に基づく取得年度の特殊要因を排除した年間収支をベースとしたものであり、

収益について、想定稼働率を 97％として算出したものです。（来期の予想数値ではありません。）
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【参考資料 2】本物件の案内図
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【参考資料 3】本物件の外観写真
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【参考資料 4】本物件の基準階平面図
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【参考資料 5】本物件取得後のポートフォリオの概況


